Case study  La fictivité du siège et d\u27une société étrangère en France by 上田 廣美
51巻２号　（2017. １）　（　　）332
フランス法判例研究（　　）１
破毀院商事部　2014年10月21日（一部認容）
Cassation(com), 21 octobre 2014, No. 13-11.805 (F-P+B), Laure ès qual.c/Sté 
Artifax Trading Limited.
【出典】 Michel MENJUCQ Rev.Soc. Juillet/Août 2015 p.463:Hélène GAUDEMET 
- T ALLON, D. 14 mai 2015 No.18 1063: JCP E 47/2014 p.29-30
【問題提起】
　2016年春、いわゆる「パナマ文書」の報道以来、我が国においても、ペー
パーカンパニーの語は一般的に知られることとなった。租税回避は、そも
そも税率の低い国で起こりうるが、会社の設立に関する法制度にも関わっ
てくる。ペーパーカンパニーの設立を認める法制度の国で設立された会社
は、ペーパーカンパニーの設立を認めない法制度の他国において、その活
動実態如何によって外国会社として承認されるかという問題に直面する場
合がある。
　本件は、いわゆるペーパーカンパニーである外国会社が債権者としての
地位を有するか否かが争われた事案で、破毀院商事部は、一部認容1）をの
ぞいて債務者側の上告を破毀し、当該外国会社の地位を認めている（以下、
本判決）。
　フランス法上の会社法人の準拠法（Lex Societatis）については、商法典
L.210-3条と民法典1837条の規定によるが、ペーパーカンパニーの架空性
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 1） Ａ社の主張する債権金額のうち、付加価値税の更生分を控除して減額を求め
た上告人（債務者）の請求が認容された。
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（fictivité）については言及されておらず、判例による。本判決は、ペーパー
カンパニーを含む外国会社の法人格の解釈につき、従来の立場を踏襲する
ものであるが、EU法上の「開業の自由（liberté d’établissement）」に関する
一連の欧州司法裁判所の判例の影響を受けていると思われる。本稿では会
社法上の争点を中心に検討し、債権債務に関する争点については射程外と
する。
【事実関係】
　Artifax Trading Limited.（キプロス法に基づく有限会社、1995年11月22日
設立、以下Ａ社）は、2001年４月11日、みずから保有するUnivercell 
Telecom（以下Ｕ社）の全株式を、Suberdine Électronic communication（以
下Ｓ社）に譲渡し、その株金の支払いは2013年４月１日までとする旨の契
約を行った。これによりＵ社はＳ社の完全子会社となった。一方同日、Ａ
社はＳ社の資産と負債に関する保証契約も締結している。ところが、2003
年Ｓ社は裁判上の更生（redressement judiciaire）から、続いて裁判上の清
算（liquidation judiciaire）に落ちいった。そこで、Ａ社は、Ｕ社株式の譲
渡価格に応じた3 658 776.40 ユーロを債権としてＳ社に対して意思表示した。
　2007年４月30日、商事裁判所はこの債権額を確定したが、Ｓ社の清算人
らは「Ａ社の会社本店（Siège Social）は架空であり、当事者資格も訴えの
利益も有しないので、本件債権の意思表示は無効である」として控訴した。
2003年１月23日、モンプリエ控訴院は、「Ａ社の提出した証拠書類によれば、
当該会社の本店の架空的性格は証明できないと判断される（CA Montpellier, 
ch 2. No.11/07276, Legifrance未登載）。」として、Ｓ社清算人らの請求を斥
けた。よって、Ｓ社清算人らは破毀院に上告した。
【判旨】
　法人の申告によって示された本店の正確性（exactitude）の判断は、当該
会社法人の準拠する法律を参照することによる2）。
（これを本件にあてはめると）Ａ社の作成した2011年６月２日および同年11
 2） “...l’exactitude du siège social indiqué dans les conclusions d’une personne 
morale, il y a lieu de se référer à la loi dont dépend la société en cause.”
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月16日の文書によれば、証拠となった書類はいずれもキプロス共和国の会
社登記局から発行されたものであり、それによるとＡ社本店の所在地は
Limassol市の弁護士事務所である。当該事務所は1985年以来キプロス弁護
士会に登録されており、当該事務所の住所にＡ社の本店を設置することは、
キプロス法制度に従うものであることを書類は証明している。これら提出
された要素の証拠力は、最高の権限（pouvoir souverain）の判断により、当
該会社本店の架空的性格（caractère fictif）は証明できない。
【研究】
　本事案において、破毀院は、外国会社の法人格については、その準拠法
に従って判断されるべきという従来の立場を踏襲しており、とくに画期的
な判決とはいえない。会社法人に対する法人格の付与は設立を行う際の準
拠法によるので、会社設立に関する法制度、換言すれば準拠法の選択は、
EU加盟国間はもちろん、国際的な競争状態にあるといってよい。ここに税
制の優遇が絡むといわゆるタックスヘヴン国、租税回避のスキームに発展
していくことになる。
　本件のＡ社は、いわゆるペーパーカンパニーである。キプロス共和国は
法人税率が低く3）、その他税制においても優遇措置が充実しているため、
EU域内のタックスヘヴン国とされている。しかし、本判決が示すように、
フランス法上では会社本店の架空性が主張できるような場合でも、当該外
国会社の準拠法がその法人格を認めるのであれば、フランス法によってそ
の法人格を否定することはできない。かりにフランス領域内に連結点とし
ての事実上の本店が存在すれば、民法典1837条２項ないし商法典L.210-3条
２項を用いてフランス法上の地位を争うこともできるが、本事案で債務者
である上告人はその旨を主張していない。結局、破毀院商事部は準拠法で
 3） 2004年EU加盟。2008年ユーロ導入。キプロスの法人税率は当初4.25％だった
が、EU加盟後税率を引きあげ、2006年10％、2014年以降は12.5％である。すく
なくとも2013年まではユーロ圏内では一番低かった（ちなみに2015年現在、ル
クセンブルグ29.22％、日本23.79％、ドイツ29.59％（地方税含む）、オランダ
25％、フランス33.33％、イギリス21％、シンガポール17％）。このほかにもキ
プロスは企業に対する優遇税制が充実しており、EU域内のタックスヘヴンと
なっている（日本外務省HP等参照）。
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あるキプロス法にもとづいて、フランス法の解釈では認められないような、
所謂ペーパーカンパニーの地位を認めたことになる。
　本事案のような会社設立実務における設立準拠法主義と本拠地法主義の
制度間競争を止めることはかなり難しい。さらに、税法だけでなく、労働
法の分野、近時は環境法の分野等を合わせると、グローバルな企業活動を
行う会社法人に魅力的な法制度を有する国や地域での会社設立がさらに進
展することになる。
１．フランス法上の会社法人の準拠法に関する規定4）
　フランス法では、会社法人の準拠法に関する規定は、民法典1837条と商
法典L.210-3条に参照される5）。すべての会社は自然人における居所
（domicile）と同様に会社本店（siège social）を有する。判例上6）、本店には、
経営機関や主な管理部門（principaux services administratives）など会社の
実効的な経営（direction effective）が設けられなくてはならないが、かな
らずしも営業（exploitation）の場所に対応していなくともよいとされてい
る。しかし、会社本店は実体を有しなくてはならないので、いわゆる「郵
便受け（boîte postale）」は会社を設置しうる場所とはみなされない7）。した
（　　）４ いわゆるペーパーカンパニーのフランス法上の地位：架空性の解釈
 4） Sociétés Commerciales Mémento Pratique 2015, Francis Lefévre, paras. 8450, 
8610, 8620, et 8990.
 5） “Toute société dont le siège est situé sur le territoire français est soumise aux 
dispositions de la loi française. Les tiers peuvent se prévaloir du siège statulaire, 
mais celui-ci ne leur est pas opposable par la société si le siège réel est situé en un 
autre lieu.” (C. Civ., art. 1837).
  “Les sociétés dont le siège est situé en territoire français sont soumises à la loi 
française.
  Les tiers peuvent se prévaloir du siège statulaire, mais celui-ci ne leur est pas 
opposable par la société si le siège réel est situé en un autre lieu.” (C. Com., art. 
L.210-3).” 
 6） CA Paris, 28-10-1992: RJDA 2/93. No.113; CA Paris, 17-10-1980: JCP 1981 IV 
p.374; CA Paris, 28-9-1982: BRDA 24/82 p.17.
 7） CA Paris, 5-12-2007, no 6-19223: RJDA 4/08 no.408.
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がって、かりに、フランス領域内で本件のＡ社のように弁護士事務所の住
所を会社の定款上の本店として設立することは、フランス法上は認められ
ないと解される。
　一方、つねに実効的に機能している会社の経営機能が、定款記載の本店
の住所と一致しない場所に存在するとき、定款上の本店は架空（fictif）と
解釈される。本店の架空性が認められた事案としては、定款上の本店がコ
ルシカにあるにも関わらず、同所には事務所も事業活動の実績もなく、そ
の会社指揮者が個人の名において他の地方で事業を行い、かつその取引の
債権者もその地方にいた事例（コルシカ事件、Cass. com. 5-1-1999, no.23: 
RJDA 4/99 no.440）、同様に定款上の本店はガボンにあると記載されている
ものの、事実上の本店はパリにあり、商業登記所に事業所のその登記があ
り、親会社の決定で資金の迂回があった事例（ガボン事件、Cass. crim. 31-
1-2007, No.02-85 089: RJDA 11/07, no.1118）等がある。
　かりに定款上の本店に架空性があった場合、当事者（第三者）は不利益
を被ることになる。そこで、フランス法は、定款上（statulaire）の本店な
いし事実上（réel）の本店のいずれかを第三者が選択できる規定を置いてい
る（民法典1837条２項および商法典L.210-3条２項）。したがって、会社は、
かりに定款上の本店が架空とされる場合、それをもって第三者に対抗する
ことはできない。上記のガボン事件では、ガボンの定款上の本店が架空と
される外国会社は資産迂回の目的で事実上の本店をフランスに置いたもの
として、フランスで訴追された。
　外国会社の地位について、破毀院は、ヨーロッパ人権保護条約
（Convention européenne de sauvegarde des droits de l’Homme）の適用によ
り、すべての法人はその国籍に関わらず、たとえその法人格がフランスで
認められていなくても、その利益の保護のために法律上の権利を主張でき
る（Cass. com., 15-11-1994: RJDA 3/95, no.286）としている。裁判所は、事
実上の本店を決定するための最高の権限を有する（Cass. com., 12-12-1972）
と考えられている。
２．本判決の意義
　では、あらためて本判決の意義を検討してみたい。
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　一般的に、外国会社の定款上の本店の架空性が問題となる事案において
は、事実上の本店、すなわち実効的に機能している会社の経営機能がフラ
ンスの領域に存在しているかが問題となり、民法典1837条または商法典
L.210-3条にもとづきいわゆる事実上の本店に対して請求がなされる。
　ところが、すでに述べたように、本件では、上告人はキプロス法人であ
るＡ社の事実上の本店がフランスに存在していたことを主張しておらず、
Ａ社の定款上の本店の架空性のみを主張した8）。フランスの領域にいかなる
本店も有しない、すなわち、会社の連結点（rattachement de la société）を
まったく有しない場合は、連結点に関するフランス法上の要件を適用すべ
き適性（vocation）を欠くので、上告人がフランス法の解釈にもとづいて本
店の架空性を主張することは失当である9）。上告人が、Ａ社がキプロス共和
国にその連結点を有することを争わない場合、その定款上の本店の実在性
の評価は、（フランス法ではなく）準拠法たるキプロス法のみにもとづいて
なされるべきである。したがって、本事案の会社本店の架空的な性格はキ
プロス法のみによって判断され、しかも同法によれば、弁護士事務所の住
所に本店の所在地を有する会社につきその架空性は認められないので、上
告人の請求が破毀されたことは妥当である。
　逆に、Ａ社が債務者である場合は、利害関係者（会社債権者）はキプロ
スで請求を行うか、かりに事業所等、なんらかの連結点をフランス領域内
に有すれば、従前のとおりフランス法の規定によって、そうした事業所を
事実上の本店として請求を行うこととなる10）。
　本件では、設立準拠法主義をとるキプロス共和国と本拠地法主義をとる
フランスとの法制度の齟齬から、キプロス法人の本店の架空性が問題と
なったが、事実上の本店がフランスに存在したわけではないので、先例の
ガボン事件やコルシカ事件のようにフランス法の議論をみなかった。
 8）本件の場合、おそらくフランスに事実上の本店は存在しないと思われる。フ
ランス領域内に連結点を有しない純粋な外国会社とされ、ガボン事件等と事実
関係が異なる（筆者）。
 9） Michel MENJUCQ Rev. Soc. Juillet/Août 2015 p.466.
10） フランス法上はガボン事件と同様。むしろ、他の加盟国で設立された外国会
社の「開業の自由」としてEU法上の争点ともなる。（筆者）
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３．EU法上の「開業の自由」と会社法人の準拠法
　さて、欧州司法裁判所では、EU法上の「開業の自由」（EU運営条約第49条）
をめぐって多くの判例が構築されており、破毀院の本判決もその影響を受
けていると思われる。
　EU域内では、「開業の自由」により、他の加盟国で設立された会社法人が
自国で二次的開業（支店を開設）したり、定款上の本店を移動したり、ある
いは自国の会社法人が他の加盟国に定款上の本店を移動することが想定され
る。しかし、会社法人の設立に関する加盟国の国内法制度はEU法で調和さ
れておらず、加盟国は国内法によって自国の会社法人の連結点を定義する能
力を有するので、本件のようなペーパーカンパニーを定款上の本店と認める
設立準拠法主義をとる加盟国（例・キプロス）が存在する一方、それを認め
ない本拠地法主義をとる加盟国（例・フランス）も存在することになる。
　本判決は、EU判例を引用しているわけでないが、「法人の申告によって
示された本店の正確性の判断は、当該会社法人の準拠する法律を参照する
ことによる」と述べた部分は、Daily Mail事件以来のEU判例の影響を受け
ていると思われる11）。「開業の自由」と会社の準拠法にまつわる主なEU判
例を整理すると、以下のとおりである。
①　定款上の本店を他の加盟国に移動する事例
Ø「自国法人が準拠法を変更しないまま、他の加盟国に転出することを認
めない国内法は開業の自由に反しない。」（Daily Mail事件〔C-81/87, 27-09-
1988〕12）、Cartesio事件〔C-210/06 16-12-2008〕13））
Ø「他の加盟国法人が準拠法を変更して、自国法人に組織変更
11） 準拠法を変更しなかった場合、会社法人は、転出を認めない設立国の国内法
規定に服するので、EU法との抵触はない。設立準拠法に解釈を委ねた破毀院本
判決の理論構成はこれらを踏襲すると思われる（筆者）。
12） 「…国内法秩序によって設立された会社はその設立と機能を定義する国内立法
を通じてのみ存在し（C-81/87判決19段）…会社設立に必要な国内領域への連結
点に関する加盟国の国内法は多様である（同20段）…」
13） 前掲注12 と同旨（C-210/06判決104段および105段）。上田廣美「EC法におけ
る「開業の自由と会社法の交錯」亜法44巻1号（2009）251頁参照。
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（transformation）することを認めない国内法は開業の自由に抵触する。」
（Vale事件〔C-378/10, 12-07-2012〕14））」
Ø「他の加盟国法人の事実上の本店が自国で再設立されないかぎり、訴訟
当事者能力を認めないとする国内法は開業の自由に抵触する。」（Überseering
事件〔C-208/00, 05-11-2002〕15））
②　二次的開業─他の加盟国内に支店を開設する事例
Ø「いわゆるペーパーカンパニーや擬似外国会社とされる他の加盟国法人が、
自国で支店開設することを認めない国内法は開業の自由に抵触する。」（Centros
事件〔C-212/97, 09-03-1999〕, Inspire Art事件〔C-167/01, 30-09-2003〕16））」
　これら一連のEU判例の立場は、本判決でも繰り返された「加盟国は自国
の会社法人の連結点を定義する能力を有する」という論理構成を一貫して
いる。（EU加盟国の）会社法人は、設立国の法秩序の創造物であるから、
設立国においてはその法秩序に服し、他の加盟国においても会社法人とし
てEU法上の権利を保障される。つまり、自国法人に対しその法人格を付与
する国内法はEU法の影響を受けない。逆に、自国法人に認める組織変更や
支店開設あるいは訴訟当事者能力、税制17）等々の制度を、他の加盟国でひ
とたび合法的に設立された会社法人に認めない国内法はEU法上の「開業の
自由」に違反する、ということになる。
　「開業の自由」に関するEU判例の立場は、1988年のDaily Mail事件以来約
14） 「国内法によって設立された会社に組織変更を認めておきながら、他の加盟国
の国内法に準拠する会社が（転入先の）国内法に準拠する会社に設立の方法に
よって組織変更することを認めない加盟国の国内法規定はEU運営条約49条・54
条に違反する。」上田廣美「EU法における開業の自由と国境を越える組織変更」
亜法48巻２号（2014）128頁。
15） 上田廣美「他の加盟国に登記を有する会社法人の当事者能力─開業の自由か
らのアプローチ」貿易と関税、51巻10号通巻607号（2003）75頁。
16） 由布節子「セントロス社事件」貿易と関税48巻４号通巻565号（2000）159頁、
上田廣美「共同体法における会社法の基本的問題とその課題」慶應法学第３号
（2005）26頁、同「ペーパーカンパニーの支店開設の自由─インスパイア・アー
ト事件」貿易と関税53巻５号通巻626号（2005）75頁。
17） 上田廣美「EU法上の資本の自由移動と源泉徴収による配当課税の整合性」亜
法51巻１号（2016）196頁以下。
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フランス法判例研究（　　）９
30年を経て収斂されたものであるが、会社設立に関するEU法上の調和が存
在しないため、設立準拠法主義と本拠地法主義のせめぎ合いはなお続いて
いる。
【結語】
　EU域内では、EU加盟国法人が準拠法を変更して本店を移動したり、支
店開設あるいは訴訟を、本拠地法主義を採用する他の加盟国で行なおうと
する場合は、他の加盟国の国内法と「開業の自由」との抵触が生じること
が多い。この点、EU法上の「開業の自由」は、ペーパーカンパニーを認め
るような設立準拠法主義に利便性があるといえよう。
　フランス法の場合、「郵便受け」のみのペーパーカンパニーの設立は認め
られないものの、定款上の本店はかならずしも営業（exploitation）の場所
に対応していなくともよいと解釈されている。一方、民法典1837条と商法
典L.210-3条による会社債権者の保護が可能であることから、「開業の自由」
を中心としたEU法との抵触問題はただちに生じないと考えられる。とはい
え、実務上、フランス法による会社設立のメリットは、設立準拠法を採用
する加盟国に較べ少ないように思われる。
　ちなみに、本拠地法主義を採用するドイツは、2008年11月に「有限会社
法の近代化と悪用防止のための法律（Gesetz zur Modernisation des GmbH-
Rechts und zur Bekämpfung von Missbraüchen, MoMiG）」により有限会社
法の改正を行い、定款記載の会社の住所は本店の所在地であり、ドイツ国
内に置くとしたうえで、ビジネス上の実効的所在地（Verwaltungssitz）は
EU域内であれば良いと規定した。あきらかに、設立準拠法主義を採用する
アングロ・サクソン系諸国の外国会社に対するドイツ経済の影響力を鑑み
たものと思われる18）。そうしたなか英国のEU離脱問題が登場した。2016年
６月23日の英国国民投票後の去就は現時点では詳らかでないが、英国で設
立され、EU加盟国法人として他の加盟国で「開業の自由」の恩恵に浴して
いる企業は多いので、今後英国が「第三国化」すれば影響は大きく、企業
18） Jean-Michel JACQUET, Philippe DELEBECQUE et Sabine CORNELOUP, Droit du 
Commerce International, p.139; デュッセルドルフ日本商工会議所（https://www.
jink.de.jp/18/44）
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（　　）10 いわゆるペーパーカンパニーのフランス法上の地位：架空性の解釈
戦略の見直しが迫られよう。しかし、本件のようなケースの場合、かりに
Ａ社が 第三国で設立された法人であっても、破毀院判決に変わりはないと
思われる。
（以上）
＊ 本稿は、2016年１月30日フランス企業法研究会（於：関西学院大学）報
告を行ない、その後2016年８月、亜細亜大学個人研究費によるフランス
および英国における資料収集の結果、加筆修正したものである。
